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1 第１章 計画の概要 

第１章 計画の概要 
 

１ 計画策定の背景と趣旨 
 

わが国の障害者施策は、「アジア太平洋障害者の十年」に策定した「障害者対策に関する

新長期計画」により推進され、平成 14 年 12 月に「障害者基本計画」とその行動計画と

して、障害者プランに続く「重点施策実施５か年計画」が策定されました。これは、障害

の有無に関わらず、国民誰もが相互に人格と個性を尊重し、支え合う「共生社会」の実現

を目指すこととしています。平成１６年６月には、障害者の自立と社会参加の一層の促進

を図るため、障害者に対して障害を理由として差別、その他の権利利益を侵害する行為を

してはならない旨を基本的理念に追加規定する等、障害者基本法の改正が行われました。

また、平成１８年１２月には、障害者等の安全かつ円滑な移動の確保を目的とした「高齢

者、身体障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」が施行されました。 

障害者福祉サービスでは、従来の支援費制度から、①三障害制度の一元化、➁�就労支援

の強化、③利用者の負担等、課題に対応したサービス基盤の整備を基本理念に障害者自立

支援法が平成１８年４月から施行されました。また、平成１９・２０年度には、利用者等

への制度改正への緊急対策事業が進められるとともに、平成１９年１２月には、抜本的な

見直しについての議論とともに「抜本的見直しに向けた緊急措置」が講じられ、市町村は、

相談事業をはじめとした地域に応じた事業が展開できるようになりました。 

また、発達障害のある人については、平成１７年４月から発達障害者支援法が施行され、

発達障害の定義と法的に位置づけられ、支援の充実が図られているところです。 

愛知県では、子ども、障害者、高齢者をはじめとして、すべての県民が安心して、生き

がいを持って生活できる地域社会を築くため、「自立と自己実現を支える福祉」を基本目標

とした「２１世紀あいち福祉ビジョン」を平成 13 年 3 月に策定し、平成 1８年度から２

０年度までの第３期実施計画のもと、その推進を図っています。 

本市では、平成８年３月に平成 17 年度までの十ヵ年を計画期間とする「瀬戸市障害者

福祉基本計画」を策定し、計画の基本理念である「ふれあい、思いやりの中で誰もが生き

生き暮らせるまち」の実現に向けて障害者施策を総合的・計画的に推進し、障害者福祉の

向上を図ってきました。 

また、平成２３年度までの目標を定めた『瀬戸市障害者福祉基本計画（第２次）』（平成

１９年３月策定）を策定いたしましたが、このたび『瀬戸市障害者福祉基本計画（第３次）』

として、平成２１年度から平成２３年度までの年度目標をより明確にした計画を策定する

ことにより、より一層充実した障害者福祉の施策展開を視野に入れ、将来の展望をお示し

めしするものです。 
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2 第１章 計画の概要 

 

 

 第一章  総則

 （目的）

第一条 この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）の基本的理念にのっ

とり、身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）、知的障害者福祉法（昭

和三十五年法律第三十七号）、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五

年法律第百二十三号）、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）その他障害者及

び障害児の福祉に関する法律と相まって、障害者及び障害児がその有する能力及び適性

に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サー

ビスに係る給付その他の支援を行い、もって障害者及び障害児の福祉の増進を図るとと

もに、障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことの

できる地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

～途中省略～ 

 

（市町村障害福祉計画） 

第八十八条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支

援事業の提供体制の確保に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定め

るものとする。 

２ 市町村障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必要な量の見

込み 

二 前号の指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必要な見込量の確保の

ための方策 

三 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

四 その他障害福祉サービス、相談支援及び市町村の地域生活支援事業の提供体制の確

保に関し必要な事項 
 

３ 市町村障害福祉計画は、当該市町村の区域における障害者等の数、その障害の状況そ

の他の事情を勘案して作成されなければならない。 

４ 市町村障害福祉計画は、障害者基本法第九条第三項に規定する市町村障害者計画、社

会福祉法第百七条に規定する市町村地域福祉計画その他の法律の規定による計画であっ

て障害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならな

い。 

５以下省略 
 

 

障害者自立支援法（平成１７年１１月７日法律第１２３号）抄 

≪参考≫ 
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3 第１章 計画の概要 

障害者自立支援法のポイント 

 

 

 

 
 

 

○利用者本位のサービス体系 

障害の種別（身体障害・知的障害・精神障害）にかかわらず、障害のある人々が必要

とするサービスを利用できるよう、サービスを利用するための仕組みを一元化し、事

業体系を再編しました。 

○サービス提供主体の一元化 

今までは、サービスの提供主体が県と市町村に分かれていましたが、障害のある方々

にとって最も身近な市町村が責任をもって、一元的にサービスを提供します。 

○支給決定手続きの明確化 

支援の必要度に応じてサービスが利用できるように障害程度区分が設けられました。

また、支給手続きの公平公正の観点から市町村審査会における審査を受けた上で支給

決定を行うなど、支給決定のプロセスの明確化・透明化が図られました。 

○就労支援の強化 

働きたいと考えている障害者に対して、就労の場を確保する支援の強化が進められて

います。 

○安定的な財源の確保 

国の費用負担の責任を強化（費用の２分の１を義務的に負担）し、利用者も利用した

サービス量及び所得に応じて原則１割の費用を負担するなど、みんなで支えあう仕組

みになりました。 
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4 第１章 計画の概要 

障害者自立支援法の具体的内容 

 

 

 
 

 

（１）利用者本位のサービス体系 

サービスは、個々の障害のある人々の障害程度や勘案すべき事項（社会活動や介護者、居住等の状

況）をふまえ、個別に支給決定が行われる「障害福祉サービス」と、市町村の創意工夫により、利

用者の方々の状況に応じて柔軟に実施できる「地域生活支援事業」に大別されます。「障害福祉サ

ービス」は、介護の支援を受ける場合には「介護給付」、訓練等の支援を受ける場合は「訓練等給

付」に位置付けられ、それぞれ、利用の際のプロセスが異なります。 

（２）利用の手続き 

障害者の福祉サービスの必要性を総合的に判定するため、障害者の心身の状況（障害程度区分）

や障害者の方のサービスの利用意向を十分に把握した上で、支給決定を行います。また、障害保

健福祉について専門的知見を有する第三者で構成される市町村審査会で公平・公正な支給決定が

行われるよう、審査を行います。 

（３）利用者負担の仕組み 

利用者負担は、支援費制度のような所得に着目した応能負担から、サービス量と所得に着目した

負担の仕組み（１割の定率負担と所得に応じた月額負担上限額の設定）に見直されるとともに、

障害種別で異なる食費･光熱水費等の実費負担も見直され、３障害共通した利用者負担の仕組みと

なります。ただし、定率負担、実費負担のそれぞれに、低所得の方に配慮した軽減策が講じられ、

無理のない負担でサービスが利用できるよう最大限の配慮がなされています。 

（４）自立支援医療 

障害者医療費に係る公費負担制度は、身体障害者福祉法に基づく「更生医療」、児童福祉法に基

づく「育成医療」、精神保健福祉法に基づく「精神通院医療費公費」と、各個別の法律で規定さ

れていましたが、障害者自立支援法の成立により、これらを一元化した新しい制度（自立支援医

療制度）に変更されました。 

（５）補装具費の支給 

補装具（障害者等の身体機能を補完し、又は代替し、かつ、長期間にわたり継続して使用される

もの等。義肢、装具、車いす等）の利用については、これまでの現物支給から、補装具費の支給

へと大きく変わります。利用者負担についても定率負担となり、原則として１割を利用者が負担

することとなります。ただし、所得に応じて一定の負担上限が設定されます。 

（６）地域生活支援事業 

障害のある人が、その有する能力や適性に応じ、自立した日常生活や社会生活を営むことができ

るよう、住民に最も身近な市町村を中心として、移動支援事業、日常生活用具給付事業、コミュ

ニケーション支援事業等に取り組みます。他方、都道府県は、専門性のある相談支援事業や市町

村域を超えて広域的な支援が必要な事業等に取り組みます。なお、地域生活支援事業は、人口規

模や公共交通機関の状況等の地域の実情に応じて、地方自治体の創意工夫により、柔軟な形態で

の事業実施が可能となっています。対象者、利用料など事業内容の詳細については、最寄りの市

町村又は都道府県窓口にお尋ねください。 
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5 第１章 計画の概要 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、「障害者自立支援法」施行に基づく新サービス体系への移行期間内である

ため、瀬戸市障害者福祉基本計画（第２次）を基本的に踏襲しながら、法施行後のサー

ビス事業所並びに利用者の状況を勘案しつつ、目標年度にあたる平成２３年度までの計

画を定めるものです。 
 

○本計画は、障害者基本法第９条第 3 項に定める「市町村障害者計画」、障害者自立支援法第８８

条に定める「市町村障害福祉計画」に基づくものです。 

○計画の内容については、国の「障害者基本計画」、「基本指針（平成１８年厚生労働省告示第３

９５号）」及び愛知県の「２１世紀あいち福祉ビジョン」を踏まえるとともに、地方自治法第2

条第４項の基本構想に即した障害者のための施策に関する基本的な計画となります。 

○第 5次瀬戸市総合計画のもとに、福祉部門の総合計画である「瀬戸市地域福祉計画」の下位計画

に位置づけられます。そして、「いきいき瀬戸２１」「老人保健福祉計画・介護保険事業計画」

等の関連計画との整合性を図ります。 

○市が取り組むべき今後の障害者施策の基本的方向を定めた総合的な計画であり、同時に市民・事

業者・各種団体等が自主的・積極的かつ計画的な活動を行うための指針となるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 障害者基本計画・基本指針（国） 

２１世紀あいち福祉 

ビジョン（県） 

第５次瀬戸市総合計画 
 

瀬戸市障害者福祉基本計画（第３次） 

（障害者計画（第３期）・ 

        障害福祉計画（第２期）） 

○母子保健計画 
○いきいき瀬戸２１ 

○次世代育成支援対策行動計画 
○老人保健福祉計画・介護保険

事業計画 
等 

瀬戸市地域福祉計画 

計画の位置づけ 



 

6  

 

6 第１章 計画の概要 

３ 計画の期間 

本計画は、平成19年3月に策定した瀬戸市障害者福祉基本計画（第2次）をもとに、平成

21年度（2009年度）から平成23年度（2011年度）までの3か年を目標年度とする計画

とします。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

４ 計画策定の留意事項 

本計画は、平成19年3月に策定した瀬戸市障害者福祉基本計画の数値目標を基本的には変

更しませんが、策定時に事業の詳細が決まっておらず、または、策定時以降に開始された事業

については、平成18年度から平成20年12月までの第2次計画期間内の実績を基に計画を

策定しております。平成21年度から平成23年度までの本計画を作成するに当たって即すべ

き事項として示された内容は次のとおりです。 

○ 相談支援体制の充実・強化 

相談支援体制の充実・強化を図るため、障害福祉計画において地域自立支援協議会の具体

的な機能や在り方を明確化する。 

○ 障害者の地域生活への移行の一層の促進に関する規定の追加 

精神障害者地域移行支援特別対策事業での取組を障害福祉計画に位置付けること等により、

精神障害者の地域生活への移行を促進する。また、施設入所者数の７％以上削減の目標を

踏まえ、新規入所者に対する考え方を明確化する。 

○ 一般就労への移行支援の強化 

障害者の一般就労への移行を一層促進するため、障害者に対し、障害者の一般就労や雇用

支援策に関する理解の促進を図ることとするとともに、一般就労への円滑な移行のため、

工賃倍増５か年計画等を障害福祉計画に位置付けることにより、障害者の一般就労への移

行に関する取組を強化する。 

○ 障害保健福祉圏域単位を標準としたサービス基盤整備の促進等に関する規定の追加 

障害者の地域移行等に対する取組が立ち後れている地域においては、市町村単位で基盤整

備を行うよりも障害福祉圏域等の単位で都道府県と市町村が協働して基盤整備を進めてい

くことが必要と考えられるため、そのような地域において具体的な基盤整備が促進される

よう、障害保健福祉圏域等の単位で平成23年度において必要となるサービスの見通しを明

らかにするとともに、当該サービスに必要となる事業所に係る整備計画を策定する等の規

定を盛り込む。 

 

障害者福祉基本計画 

（障害者計画） 

 

平成８年度 ～ 平成 17年度 平成 18 

年度 

平成 19 

年度 

平成 20 

年度 

 

平成 21 

年度 

平成 22 

年度 

平成 23 

年度 

障害者福祉基本計画（第３次） 

（障害者計画（第３期）・ 

   障害福祉計画（第２期）） 

障害者福祉基本計画（第２次） 

（障害者計画（第２期）・ 

障害福祉計画（第１期）） 
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7 第 2 章 障害者を取り巻く現状 
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第2章 障害者を取り巻く現状 
 

１ 障害者の状況 
 

１）人口の推移 

平成20年10月1日現在の総人口は133,339人で前年を622人（0.5%）上回り、2

年連続の増加となりました。 

また、年齢別人口は、年少人口(0～14歳)が 18,257人となり、2年連続で増加しました。

年少人口の総人口に占める割合は13.7%、生産人口(15～64歳)が 64.8%、老年人口(65

歳以上)は21.5%となり、前年を0.8ポイント上回り、今後高齢化率の上昇も予想されます。 

 

■年別人口推移 

区分 H16.10.1 H17.10.1 H18.10.1 H19.10.1 H20.10.1 

総 人 口（人） 132,173 132,517 132,327 132,717 133,339 

増  減（人） 79 344 △ 190 390 622 

対 前 年 比（％） 100.1 100.3 99.9 100.3 100.5 

資料：瀬戸市連区別・年齢別・男女別人口《概要》 
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8 第 2 章 障害者を取り巻く現状 

■年齢三区分人口の推移（各年１０月１日現在の住民基本台帳登録者数） 

区分 
年少人口 

（0-14歳） 

生産人口 

（15-64歳） 

老年人口 

（65歳以上）
総人口 

構成比(%) 

年少人口 生産人口 老年人口 

H11.10.1 19,044 92,338 19,552 130,934 14.5 70.5 14.9 

H12.10.1 18,980 92,225 20,451 131,656 14.4 70.0 15.5 

H13.10.1 18,964 91,828 21,419 132,211 14.3 69.5 16.2 

H14.10.1 18,810 91,249 22,393 132,452 14.2 68.9 16.9 

H15.10.1 18,584 90,245 23,265 132,094 14.1 68.3 17.6 

H16.10.1 18,426 89,726 24,021 132,173 13.9 67.9 18.2 

H17.10.1 18,247 89,161 25,109 132,517 13.8 67.3 18.9 

H18.10.1 18,118 87,895 26,314 132,327 13.7 66.4 19.9 

H19.10.1 18,157 87,071 27,489 132,717 13.7 65.6 20.7 

H20.10.1 18,257 86,420 28,662 133,339 13.7 64.8 21.5 

資料：瀬戸市連区別・年齢別・男女別人口《概要》 
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６７，６５２人

■歳階級別人口 

※構成比の合計は、四捨五入の関係で一致しない場合があります。 

年齢階級 H18.10.1 H19.10.1 H20.10.1 構成比 

(％） 

対前年比 

（％） 

構成比 

(％） 

対前年比 

（％） 

構成比 

(％） 

対前年比 

（％） 

 
人 

  
人 

  
人 

  
総数 132,327 100.0 100.3 132,717 100.0 100.3 133,339 100.0 100.5 

０～４ 5,369 4.1 97.4 5,337 4.0 99.4 5,453 4.1 102.2 

５～９ 6,279 4.7 100.2 6,327 4.8 100.8 6,238 4.7 98.6 

１０～１４ 6,470 4.9 99.3 6,493 4.9 100.4 6,566 4.9 101.1 

１５～１９ 6,692 5.1 98.2 6,562 4.9 98.1 6,544 4.9 99.7 

２０～２４ 7,593 5.7 98.3 7,416 5.6 97.7 7,176 5.4 96.8 

２５～２９ 7,970 6.0 95.7 7,612 5.7 95.5 7,469 5.6 98.1 

３０～３４ 9,895 7.5 99.6 9,638 7.3 97.4 9,281 7.0 96.3 

３５～３９ 9,851 7.4 102.7 10,251 7.7 104.1 10,572 7.9 103.1 

４０～４４ 8,372 6.3 104.0 8,602 6.5 102.7 8,844 6.6 102.8 

４５～４９ 7,661 5.8 99.0 7,943 6.0 103.7 8,061 6.0 101.5 

５０～５４ 8,224 6.2 93.5 7,815 5.9 95.0 7,595 5.7 97.2 

５５～５９ 11,879 9.0 103.4 11,239 8.5 94.6 10,356 7.8 92.1 

６０～６４ 9,758 7.4 98.6 9,993 7.5 102.4 10,522 7.9 105.3 

６５～６９ 8,705 6.6 103.8 9,130 6.9 104.9 9,525 7.1 104.3 

７０～７４ 6,964 5.3 104.6 7,178 5.4 103.1 7,328 5.5 102.1 

７５～７９ 4,932 3.7 104.5 5,131 3.9 104.0 5,422 4.1 105.7 

８０～８４ 3,152 2.4 104.6 3,363 2.5 106.7 3,534 2.7 105.1 

８５以上 2,561 1.9 106.8 2,687 2.0 104.9 2,853 2.1 106.2 

資料：瀬戸市連区別・年齢別・男女別人口《概要》 

 

■平成２０年１０月１日時点における人口ピラミッド(５歳階級別)  /総人口：133,339 人 
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２）手帳所持者数の推移 

本市の身体、療育、精神の障害者手帳所持者数は、平成15年度では４,９９０人でしたが、

その後も毎年所持者は増加の傾向にあり、平成19年度では５,６４８人となっています。総

人口に占める割合も３.７８％から４.２6％に上昇しております。年度別の推移は以下とおり

となっております。 

 

■障害者手帳所持者数の推移（３障害合計） 

（各年度３月３１日現在） 

 
平成１５年度 平成１6年度 平成１7年度 平成１8年度 平成１9年度 

総人口（人） 132,094 132,173  132,517  132,327 132,717 

障害者数（人） 4,990 5,130  5,321 5,532 5,648 

総人口対比（％） 3.78 3.88 4.02 4.18 4.26 

資料：平成２０年度健康福祉部のあらまし 
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11 第 2 章 障害者を取り巻く現状 

（１）身体障害者の状況 

本市の身体障害者手帳所持者数は、平成１９年度では4,534人となっており、平成１5

年から47１人、1１.６％の増加となっています。総人口に占める身体障害者手帳所持者数

の割合は、平成15年の３.０8％から平成19年の３.４2％へと上昇しています。 

 

■身体障害者手帳所持者数の推移（単位：人） 

（各年度３月３１日現在） 

区 分 平成１５年度 平成１6年度 平成１7年度 平成１8年度 平成１9年度 

視覚障害 277 293 306 314 309 

聴覚・平衡機能障害 256 251 253 273 270 

音声・言語機能障害 31 37 43 45 47 

肢体不自由 2,181 2,213 2,272 2,323 2,356 

内部障害 1,318 1,366 1,418 1,505 1,552 

合 計 4,063 4,160 4,292 4,460 4,534 

資料：平成２０年度健康福祉部のあらまし 
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（２）知的障害者の状況 

本市の療育手帳所持者数は、平成１９年度では722人となっており、平成１5年度から69

人、10.６％の増加となっています。総人口に占める割合は、平成15年の0.49％から平成

19年度の0.54％へと上昇しています。 

 

■療育手帳の交付件数の状況（単位：人） 

（各年度３月３１日現在） 

区分 平成１５年度 平成１6年度 平成１7年度 平成１8年度 平成１9年度 

Ａ 

18歳未満 79 86 99 98 91 

18歳以上 204 209 211 222 209 

合計 283 295 310 320 300 

Ｂ 

18歳未満 55 51 48 51 52 

18歳以上 169 171 175 176 187 

合計 224 222 223 227 239 

Ｃ 

18歳未満 42 51 55 63 64 

18歳以上 104 106 111 119 119 

合計 146 157 166 182 183 

総合計 653 674 699 729 722 

資料：平成２０年度健康福祉部のあらまし 
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（３）精神障害者等の状況 

本市の精神障害者保健福祉手帳所持者数は、平成１９年度では392人となっており、平成

１5年度から118人、43.1％の増加となっています。総人口に占める割合は、平成15年

の0.20％から平成19年度の0.29％へと上昇しています。 

また、通院医療費受給者証の交付状況から把握した精神通院者数の推移をみると、平成19

年度においては、８１１人となっており、平成１5年度から1５４人、23.4％の増加となっ

ています。 

 

■精神障害者保健福祉手帳の交付状況（単位：人） 

（各年度３月３１日現在） 

区分 平成１５年度 平成１6年度 平成１7年度 平成１8年度 平成１9年度 

１級 22 22 22 24 24 

２級 168 183 210 217 247 

３級 84 91 98 102 121 

合計 274 296 330 343 392 

資料：平成２０年度健康福祉部のあらまし 

 

■自立支援医療（精神通院）の受給者証の交付状況（単位：人） 

（各年度３月３１日現在） 

区分 平成１５年度 平成１6年度 平成１7年度 平成１8年度 平成１9年度 

支給決定者数 657 755 793 791 811 

資料：平成２０年度健康福祉部のあらまし 
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３）目標年度における障害者の推計 

総人口に占める障害者数の割合は、過去からの総人口対比の傾向をもとに近似値から算出し

ております。 

 

（１）目標年度の身体障害者 
平成２０年１２月時点の年齢別・障害部位別の身体障害者手帳所持者数の割合をみると、

65歳以上が約66％を占め、その中で特に肢体不自由（約33％）、内部障害（約24％）の

割合が高くなっています。平成２３年度における身体障害者数は、総人口対比を3.68％とし

推計すると297名増加する予測となります。 

 
■総人口に占める身体障害者数の割合の推計 

（各年度３月３１日現在） 

区分 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

総人口（人） 132,173 132,517 132,327 132,717 133,339 133,478 133,562 133,595 

身体障害者（人） 4,160 4,292 4,460 4,534 4,619 4685 4795 4916 

総人口対比（％） 3.15 3.24 3.37 3.42 3.46 3.51 3.59 3.68 

資料：平成２０年度健康福祉部のあらまし 

※総人口の推計値（平成２１～２３年度）は、コーホート法による 

※障害者数は、各年度末現在。ただし、平成２０年度は、平成２０年１２月現在 

 

上表の結果より、平成20年の年齢別、障害部位別の構成割合を考慮し、目標年度の身体障

害者数を推計しました。 
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■目標年度の年齢別・障害別の身体障害者数（単位：人） 

（平成２０年１２月現在） 

 18歳未満 18～64歳 65歳以上 全体 

身体障害者数 86 1013 1,942 4,619 

 

視覚障害 6 107 199 312 

聴覚・平衡機能障害 9 84 189 282 

音声・言語・そしゃく機能障害 0 18 27 45 

肢体不自由 71 804 1,527 2,402 

内部障害 20 435 1,123 1,578 

 

（平成２３年度） 

 18歳未満 18～64歳 65歳以上 全体 

身体障害者数 112 1,544 3,260 4,916 

 

視覚障害 7 117 217 341 

聴覚・平衡機能障害 9 89 200 298 

音声・言語・そしゃく機能障害 0 19 28 47 

肢体不自由 76 866 1,646 2,588 

内部障害 20 453 1,169 1,642 
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（２）目標年度の知的障害者 
平成２０年度の年齢別の療育手帳所持者数の割合をみると、18歳から64歳が約66.4％、

18歳未満が約29％を占めています。判定別では、Ａ判定が全体の約43.6％、Ｂ判定が約

30.6％、C判定が約25.8％を占めています。平成２３年度における知的障害者数は、総人

口対比を0.60％とし推計すると５４名増加する予測となります。 

 
■総人口に占める知的障害者数の割合の推計 

区分 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

総人口（人） 132,173 132,517 132,327 132,717 133,339 133,478 133,562 133,595 

知的障害者（人） 674 699 729 722 748 774 788 802 

総人口対比（％） 0.51 0.52 0.55 0.54 0.56 0.58 0.59 0.60 

資料：平成２０年度健康福祉部のあらまし 

※総人口の推計値（平成２１～２３年度）は、コーホート法による 

※障害者数は、各年度末現在。ただし、平成２０年度は、平成２０年１２月現在 

 

上表の結果より、平成20年の年齢別、判定別の構成割合を考慮し、目標年度の知的障害者

（児）数を推計しました。 

 

■目標年度の年齢別・障害別の知的障害者数（単位：人） 

（平成２０年１２月現在） 

 18歳未満 18～64歳 65歳以上 全体 

知的障害者数 217 497 34 748 

 

Ａ判定 97 212 17 326 

Ｂ判定 54 162 13 229 

Ｃ判定 66 123 4 193 

 

（平成２３年度） 

 18歳未満 18～64歳 65歳以上 全体 

知的障害者数 232 533 37 802 

 

Ａ判定 104 226 18 348 

Ｂ判定 61 183 15 259 

Ｃ判定 67 124 4 195 
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（３）目標年度の精神障害者 
平成２０年度の年齢別の精神障害者保健福祉手帳所持者数の割合をみると、１８歳以上で９

９.５％を占めており、その内訳は、18歳から64歳が約82.0％、６５歳以上が約17.5％

となっております。級別では、2級が全体の約63.4％、3級が約28.8％を占めています。

平成２３年度における精神障害者数は、総人口対比を0.39％とし推計すると７６名増加する

予測となります。 

 
■総人口に占める精神障害者数の割合の推計 

区分 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

総人口（人） 132,173 132,517 132,327 132,717 133,339 133,478 133,562 133,595 

精神障害者（人） 296 330 343 392 445 467 494 521 

総人口対比（％） 0.22 0.25 0.26 0.30 0.33 0.35 0.37 0.39 

資料：平成２０年度健康福祉部のあらまし 

※総人口の推計値（平成 21～23 年度）は、コーホート法による 

※障害者数は、各年度末現在。ただし、平成 20年度は、平成 20年 12 月現在 

 

上表の結果より、平成20年の年齢別、級別の構成割合を考慮し、目標年度の精神障害者数

を推計しました。 

 

■将来の年齢別・等級別の精神障害者数（単位：人） 

（平成２０年１２月現在） 

 18歳未満 18～64歳 65歳以上 全体 

精神障害者数 2 365 78 445 

 

１級 0 17 18 35 

２級 1 240 41 282 

３級 1 108 19 128 

 

（平成２３年度推計） 

 18歳未満 18～64歳 65歳以上 全体 

精神障害者数 2 428 91 521 

 

１級 0 18 19 37 

２級 1 278 48 327 

３級 1 132 24 157 

 



 

18  

 

18 第 2 章 障害者を取り巻く現状 

２ 保育・療育・教育の状況 
 

１）保育・療育 
 

（１）保育 
本市の障害児受け入れ保育施設（幼稚園等含む）の在籍状況をみると、平成２０年8月で 

４７人です。そのうち発達障害児は27人、身体障害児は6人となっています。 

なお、発達障害が疑われる児童数は69人となっています。 

■保育施設の障害児在籍状況（平成２０年８月現在、単位：人） 

区  分 ※発達障害 染色体異常 身体障害 
その他の 

障害 

発達障害が疑

われる児童 
計 

受け入れ保育園数（箇所） 15 3 5 ４ 21 24 

児 童 数（人） 27 3 ６ 11 69 116 

※発達障害児数は、発達チェックの結果に基づく児童数であり、療育手帳所持者（知的障害児）数とは異なります。 

 

（２）知的障害児通園事業（のぞみ学園の状況） 

事業等の概要 
児童憲章の精神に基づき、精神発達遅滞等の障害を有する就学前で通園可能な児童を対象に保護

者と協力し、日常生活の基本的生活習慣動作の指導訓練、集団生活への適応訓練を、母子通園・

地域保育園との交流も取り入れながら、個別指導を基盤に療育を行っています。 

 

実施状況（資料：平成２０年度健康福祉部のあらまし） 

■在園児数（単位：人） 

 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

通園児数 27 27 25 27 26 
※各年度４月１日現在 

■在園児の年齢構成（単位：人） 

 2 歳児 3歳児 4歳児 5歳児 合計 

男 1 8 5 3 17 

女 - 4 3 2 9 

合計 1 12 8 5 26 
※各年度４月１日現在 

■退園児数及び進路（単位：人） 

 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

保育園 5 3 3 2 8 

幼稚園 - - - 1 - 

小学校(普通学級) 2 6 3 3 1 

小学校(特別支援学級) 8 - 6 6 7 

養護学校 8 - 6 6 7 

その他 - 1 1 - 1 

合計 15 10 13 12 17 
※各年度４月１日現在 
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２）学校教育 
 

（１）盲・ろう・養護学校 

盲学校、ろう学校および養護学校における瀬戸市児童生徒の小中学校在籍状況をみると、平

成２０年4月現在、知的障害の養護学校へ32人、肢体不自由の養護学校へ14人、ろう学

校へ1人、盲学校へ4人通っています。 
 

■養護、ろう学校等における瀬戸市児童生徒の小中学校在籍状況（単位：人） 

学校名 障害区分 所在地（市名） 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

春日台養護学校 知的障害 春日井市 25（10） 28（29） 34（31） 33（38） 32（36）

小牧養護学校 肢体不自由 小牧市 12（5） 12（4） 10（2） 10（3） 13（3）

名古屋養護学校 肢体不自由 名古屋市西区 1（0） 1（0） 1（0） 1（0） 1（0）

大府養護学校 病弱 大府市 1（0） 0（0） 0（0） 0（0） 0（０）

岡崎聾学校 聴覚障害 岡崎市 3（0） 3（0） 4（0） 0（1） 0（1）

名古屋聾学校 聴覚障害 名古屋市千種区 0（1） 0（1） 0（1） 0（0） 0（0）

名古屋盲学校 視覚障害 名古屋市千種区 0（0） 4（0） 4（0） 5（0） 4（0）

千種聾学校 聴覚障害 名古屋市千種区 0 0 1 1 1 

資料提供：学校教育課 

※各年度４月１日現在、（  ）内の人数は高等部在籍人数 

 

 

（２）小中学校の特別支援学級 

本市の小中学校の特別支援学級における在籍状況をみると、平成２０年4月現在、小学校

の児童数は人、中学校の生徒数は人となっています。 

 

■小中学校の特別支援学級における在籍状況の推移（単位：人） 

 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

小学校（全20校） 

学校数 10 11 12 13 14 

学級数 15 19 20 21 23 

児童数 48 55 60 68 71 

中学校（全 8校） 

学校数 4 4 4 5 5 

学級数 7 8 7 8 9 

生徒数 27 27 33 33 36 

資料提供：学校教育課 

※各年度４月１日現在 
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３）幼稚園等における障害児在園（学）状況 

本市の幼稚園等における障害児の在園（学）状況をみると、平成１８年4月現在、身体障

害者手帳所持者数は17人、療育手帳所持者数は79人、発達障害児数は80人となっていま

す。 

 

（単位：人） 

種別 

全
児
童
数 

身
体
障
害
者
手
帳
所
持
者
数
Ａ 

Ａの内訳 

療

育

手

帳

所

持

者

数

Ｂ 

発

達

障

害

児

数

Ｃ 

Ｃの内訳 

Ｃ

以

外

の

発

達

障

害

児

数 

肢
体
不
自
由 

視
覚
障
害 

聴
覚
障
害 

内
部
障
害 

他 広
汎
性
発
達
障
害
（
自
閉
症
・
ア
ス
ペ
ル
ガ
ー
症
候
群
） 

左
の
う
ち
、
療
育
手
帳
所
持
者
数 

学
習
障
害 

左
の
う
ち
、
療
育
手
帳
所
持
者
数 

注
意
欠
陥
・
多
動
性
障
害 

左
の
う
ち
、
療
育
手
帳
所
持
者
数 

幼稚園 

・保育園 
3,396 4 3 1 0 0 0 10 25 24 5 0 0 1 0 101 

小学校 7,592 9 4 0 4 1 0 47 43 36 20 0 0 7 0 62 

中学校 3,508 4 3 0 0 1 0 22 12 9 4 1 1 2 1 3 

合計 14,496 17 10 1 4 2 0 79 80 69 29 1 1 10 1 166 

平成１８年４月１日現在 

※幼稚園及び保育園の調査対象年齢は、「年少（3～4 才）」「年中（4～5 才）」及び「年長（5～6 才）」児。 

※Ｃは、発達障害について医師の診断書等により確認がとれている児童の人数。 

※「Ｃ以外の発達障害児数」は、教員等の判断により発達障害があると推測された児童の人数。 
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21 第 2 章 障害者を取り巻く現状 

３ 雇用・就労の状況 
 

１）民間企業の雇用状況 

民間企業、国及び地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、一般

の民間企業は1.8％、特殊法人や国及び地方公共団体は2.1％（一部の教育委員会は2.0％）

の障害者の雇用が義務づけられています。瀬戸公共職業安定所管内の平成20年6月現在の

雇用障害者数は221.5人、実雇用率は1.63％です。管内の障害者の法定雇用率達成企業は、

対象企業の60.0％です。 

 

■障害者雇用の推移 
（対象企業は瀬戸公共職業安定所管内（瀬戸市、尾張旭市）に本社があり、56人以上雇用している企業。） 

区分 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

企業数（社） 64 64 64 71 75 

 うち法定雇用率達成企業数（社） 38 40 38 40 45 

法定雇用率達成企業の割合（％） 59.4 62.5 59.4 56.3 60.0 

基礎労働者数（人） 11,342 12,521 11,515 12,093 12,986 

 うち障害者数（人） 201 225 197 201 ※211.5 

実雇用率（％） 1.77 1.80 1.71 1.66 1.63 

資料提供：瀬戸公共職業安定所（各年度 6 月 1 日現在） 
※精神障害者で短時間労働者（20h～30ｈ）は 0.5。 
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２）公共職業安定所の登録等の状況 

公共職業安定所は、就職を希望する障害者に対して、求職の登録を行い、技能、適正、就職

希望に基づき就職あっせんを行います。瀬戸公共職業安定所管内の登録等の状況は以下のとお

りです。 

 

■瀬戸公共職業安定所に登録している障害者の状況 

区分 
平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

身体 知的 精神 身体 知的 精神 身体 知的 精神 身体 知的 精神 身体 知的 精神 

新規求職申込数（人） 92 20 6 84 22 34 75 35 35 82 43 34 54 32 32 

就職件数（件） 31 8 1 36 10 8 39 30 25 26 19 12 21 7 9 

新規登録者数（人） 62 7 6 52 8 31 52 16 25 50 11 24 37 18 22 

登
録
者 

有効求職数（人） 196 50 23 200 59 45 235 64 51 145 74 55 157 91 66 

就職中の者（人） 235 218 1 238 223 7 267 243 24 238 236 33 243 232 38 

保留中の者（人） 4 2 1 4 1 2 4 1 3 93 1 9 110 2 11 

資料提供：瀬戸公共職業安定所、登録者は各年度３月３１日現在。平成２０年度は、平成２０年１２月３１日現在。 

 

 

■障害部位別、瀬戸公共職業安定所に登録している障害者の状況 

区
分 

障害別 
登録者数 

 

有効求職数 就職中 保留中 

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） 

第
一
種
登
録
者 

視 覚 27 5.67 11 7.59 9 3.78 7 7.53 

聴覚・言語等 70 14.71 13 8.97 47 19.75 10 10.75 

上 肢 87 18.28 27 18.62 43 18.07 17 18.28 

下 肢 108 22.69 22 15.17 59 24.79 27 29.03 

体 幹 51 10.71 18 12.41 25 10.50 8 8.60 

脳 病 変 16 3.36 3 2.07 10 4.20 3 3.23 

内 部 疾 患 117 24.58 51 35.17 45 18.91 21 22.58 

小 計 476 145 238 93 

第
二
種
登
録
者 

知 的 障 害 311 72.85 74 18.05 236 87.73 1 10.00 

精 神 障 害 97 23.66 55 1.3.41 33 12.27 9 90.00 

そ の 他 2 0.49 2 0.49 0 0 0 0 

小 計 410 131 269 10 

合 計 886 276 507 103 

資料：瀬戸公共職業安定所、平成２０年３月３１日現在 
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４ 障害認定区分の状況 
 

１）支給決定者数の推移 
 

障害程度区分は、障害福祉サービスの必要性を明らかにするため、障害のある人の心身の状

態を総合的に示すものとして導入されました。全国統一の調査項目による一次判定をもとに、

主治医意見書と特記事項を加えた審査会での二次判定によって、障害程度区分の認定が行われ

ています。 

障害者に対する介護給付の必要度は、６段階の障害程度区分で区分されています。 

本市における障害福祉サービスの支給決定者数は昨年度末から37名増加しております。 
 

■支給決定者数（単位：人） 

区 分 支給決定者数 受給者数 給付率 

障
害
者 

身体 92 21.5% 76 22.8% 82.6% 

知的 234 54.8% 205 61.6% 87.6% 

精神 24 5.6% 20 6.0% 83.3% 

小計 350 82.0% 301 90.4% 86.0% 

障害児 77 18.0% 32 9.6% 41.6% 

全 体 427 100.0% 333 100.0% 78.0% 

資料：障害者自立支援給付分析報告（平成２０年１２月） 

 

 

■支給決定者数の推移（単位：人） 

 

 

 
資料：障害者自立支援給付分析報告 
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区分1

2
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全体(333人）

２）支給決定者の障害程度区分認定の状況 
 

障害程度区分認定別にみると、身体障害者では区分６が、知的障害者では区分４の認定の割

合が高く、精神障害者では区分２の認定が多く、未判定は全体の約46％の1５２名となって

おります。 

また、当初の認定からまもなく 3 年が経過することや施設の新体系移行に伴う障害程度区

分認定が進む事からサービス支給決定者の障害程度区分の状況が変わる事が予想されます。 
 

 

■サービス支給決定者の障害程度区分の状況（単位：人） 

区 分 
障害程度区分 

全体 
区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 未判定 

障
害
者 

身体 2 10 4 4 11 24 21 76 

知的 3 19 31 35 17 4 96 205 

精神 1 9 4 2 1 0 3 20 

小計 6 38 39 41 29 28 120 301 

障害児 0 0 0 0 0 0 32 32 

合 計 6 38 39 41 29 28 152 333 

 

資料：障害者自立支援給付分析報告（平成２０年１２月） 

 

 

 

■サービス支給決定者の障害程度区分の比率（単位：人） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：障害者自立支援給付分析報告（平成２０年１２月） 
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３）受給者数の推移 
 

受給者数の推移をみると、平成２０年3月から12月までの間で18人増加しております。

月により受給者数の増減はありますが、平成2０年12月では、支給決定者427人に対して

受給者が333人となり、給付率は７８．０％となっております。 
 

■受給者数の推移（単位：人） 

区 分 Ｈ20.3 Ｈ20.4 Ｈ20.5 Ｈ20.6 Ｈ20.7 Ｈ20.8 Ｈ20.9 Ｈ20.10 Ｈ20.11 Ｈ20.12 

障
害
者 

身体 71 72 74 74 74 76 72 74 73 76 

知的 202 206 204 204 196 204 207 210 208 205 

精神 10 10 11 14 12 12 15 18 19 20 

小計 283 288 289 292 282 292 294 302 300 301 

障害児 32 29 25 29 28 30 27 32 29 32 

全 体 315 317 314 321 310 322 321 334 329 333 

 

資料：障害者自立支援給付分析報告 

 

■受給者数の推移（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：障害者自立支援給付分析報告 
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５ 障害福祉サービスの利用状況 
 

利用者数、利用時間ともに各事業所からの請求に基づき自立支援給付事業状況報告書、分析

報告が作成されているため、実際の利用人数等とは異なる場合があります。 

 
 

１）訪問系サービスの利用状況 

資料：障害者自立支援給付事業状況報告書 

※各年度における実績平均。平成１８年度は１０月～３月、平成２０年度は４～１２月の平均） 

 

訪問系サービスの利用者数をみると、居宅介護で、障害者は月平均で53人、障害児は11人。

行動援護は、障害者は月平均で 3 人、障害児は７人となっています。重度訪問介護は、障害者

は月平均で1人、重度障害者包括支援の利用はありません。 
 

■利用者数の推移（居宅介護のみ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：自立支援給付分析報告書 

 

サービスの種類 単位 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

居宅介護（ホームヘルプ） 

重度訪問介護 

行動援護 

重度障害者包括支援 

人 80 78 75 

時間/月 1,697 1,231 1,564 
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■利用者数の推移（行動援護のみ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：自立支援給付分析報告書 

 

 

 

■第１期計画の目標値（参考） 
 

      

サービスの種類 単位 基準値 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成23年度 

居宅介護（ホームヘルプ）、

重度訪問介護、行動援護、重

度障害者包括支援 

人 ８０ ９３ １０７ １２０ １６０ 

時間/月 1,831 2,062 2,372 2,660 3,547 
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２）日中活動系サービスの利用状況 

※障害者自立支援給付「事業状況報告書」による 

※各年度における実績平均。平成１８年度は１０月～３月、平成２０年度は４～１２月の平均） 

 

 

日中活動系サービスの利用者数は、新体系サービスへの移行が進むにつれ、生活介護、機能訓

練、生活訓練の利用者数が増加しています。療養介護については利用がありません。 

就労関連の利用者数等については、就労移行支援は、利用者数、利用日数ともに増加しており、

目標値の２.５倍となっております。 

児童デイサービスの利用者数と利用日数は、前年の１.５倍となり利用者数は目標値を７％超え

ております。 

短期入所の利用者数は、年々増加しておりますが、利用日数については、目標値を８％超えて

いますが、前年より一月あたり２９日減少しております。 

サービスの種類 単位 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

生活介護 
人 7 21 24 

人日/月 74 369 445 

自立訓練（機能訓練） 
人 0 0 1 

人日/月 0 0 8 

自立訓練（生活訓練） 
人 0 3 5 

人日/月 0 62 94 

就労移行支援 
人 0 16 29 

人日/月 0 291 551 

就労継続支援・Ａ型 
人 0 0 2 

人日/月 0 0 25 

就労継続支援・Ｂ型 
人 0 5 7 

人日/月 0 66 117 

児童デイサービス 
人 11 10 16 

人日/月 36 44 75 

短期入所 
人 19 20 21 

人日/月 121 158 129 

療養介護 人 0 0 0 

旧法施設通所（身体） 
人 21 18 16 

人日/月 367 297 291 

旧法施設通所（知的） 
人 102 95 94 

人日/月 1,878 1,746 1,815 



 

 29 

 

29 第 2 章 障害者を取り巻く現状 

54 49 53 58 57 55 54 54 55 52 47 48 55 54 59 

13 
13 11 

10 11 12 11 11 12 
10 

8 9 

13 11 
11 

924 

1063 1032 

1161 
1069 

1260 1230 

1017 

1500 

1240 1270 

1093 
1153 

1509 

1112 

0 

200 

400 

600 

800 

1000 

1200 

1400 

1600 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

90 

100 
Ｈ

19
.1

0

Ｈ
19

.1
1

Ｈ
19

.1
2

Ｈ
20

.1

Ｈ
20

.2

Ｈ
20

.3

Ｈ
20

.4

Ｈ
20

.5

Ｈ
20

.6

Ｈ
20

.7

Ｈ
20

.8

Ｈ
20

.9

Ｈ
20

.1
0

Ｈ
20

.1
1

Ｈ
20

.1
2

利用者数（者） 利用者数（児） 利用量

（時間）(人）

1 1 1 1 1 
1 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 

4 

21 

18 
19 

5 

1 

0 

5 

10 

15 

20 

25 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

Ｈ
19

.1
0

Ｈ
19

.1
1

Ｈ
19

.1
2

Ｈ
20

.1

Ｈ
20

.2

Ｈ
20

.3

Ｈ
20

.4

Ｈ
20

.5

Ｈ
20

.6

Ｈ
20

.7

Ｈ
20

.8

Ｈ
20

.9

Ｈ
20

.1
0

Ｈ
20

.1
1

Ｈ
20

.1
2

利用者数：自立訓練（機能訓練） 利用量

（時間）(人）

3 3 3 3 3 3 4 4 4 4 4 4 5 5 5 

69 66 

45 

57 
63 63 

87 86 84 
92 

77 

88 

115 

102 

115 

0 

20 

40 

60 

80 

100 

120 

140 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

Ｈ
19

.1
0

Ｈ
19

.1
1

Ｈ
19

.1
2

Ｈ
20

.1

Ｈ
20

.2

Ｈ
20

.3

Ｈ
20

.4

Ｈ
20

.5

Ｈ
20

.6

Ｈ
20

.7

Ｈ
20

.8

Ｈ
20

.9

Ｈ
20

.1
0

Ｈ
20

.1
1

Ｈ
20

.1
2

利用者数：自立訓練（生活訓練） 利用量

（時間）(人）

■利用者数の推移（生活介護のみ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■利用者数の推移（自立訓練（機能訓練）のみ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■利用者数の推移（自立訓練（生活訓練）のみ） 
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利用者数：就労継続支援（B型） 利用量

（時間）(人）

■利用者数の推移（就労移行支援のみ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■利用者数の推移（就労継続支援・Ａ型のみ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■利用者数の推移（就労継続支援・Ｂ型のみ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：自立支援給付分析報告書 
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■利用者数の推移（児童デイサービスのみ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■利用者数の推移（短期入所のみ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■利用者数の推移（旧法施設通所のみ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：自立支援給付分析報告書 
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■第１期計画の目標値（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）居住系サービスの利用状況 

※障害者自立支援給付事業状況報告書による 

※各年度における実績平均。平成１８年度は１０月～３月、平成２０年度は４～１２月の平均） 

 

施設入所支援の利用者数は、年々増加しております。 

今後、旧法施設が新体系へ移行することにより、施設入所支援のサービス利用者の増加が予想

されます。 
 

 

サービスの種類 単位 基準値 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成23年度 

生活介護 
人 － 8 35 44 149 

人日/月 － 176 770 968 3,278 

自立訓練（機能訓練） 
人 － 0 1 1 2 

人日/月 － 0 22 22 44 

自立訓練（生活訓練） 
人 － 0 3 4 20 

人日/月 － 0 66 88 440 

就労移行支援 
人 － 1 9 10 55 

人日/月 － 22 198 220 1,210 

就労継続支援・Ａ型 
人 － 0 0 2 12 

人日/月 － 0 0 44 264 

就労継続支援・Ｂ型 
人 － 2 5 9 36 

人日/月 － 44 110 198 792 

児童デイサービス 
人 12 13 14 15 18 

人日/月 67 73 78 84 101 

短期入所 
人 22 24 26 29 35 

人日/月 79 99 108 120 145 

療養介護 人 － 0 0 0 2 

サービスの種類 単位 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

共同生活介護・共同生活援助 人 21 18 20 

施設入所支援 人 3 18 23 

旧法施設入所 人 82 68 65 

 
旧法施設入所（身体） 人 17 18 16 

旧法施設入所（知的） 人 65 50 49 



 

 33 

 

33 第 2 章 障害者を取り巻く現状 

14 14 14 14 14 14 13 13 14 14 14 13 15 16 17 

4 4 4 4 4 4 
4 4 

4 
3 

4 
4 

5 
5 

5 

362 

317 308 
289 

307 

338 
312 305 

333 340 

283 

323 

398 
380 

406 

114 105 97 
83 

102 112 110 111 108 

71 
101 93 

143 136 136 

0 

100 

200 

300 

400 

0 

10 

20 

30 

Ｈ
19

.1
0

Ｈ
19

.1
1

Ｈ
19

.1
2

Ｈ
20

.1

Ｈ
20

.2

Ｈ
20

.3

Ｈ
20

.4

Ｈ
20

.5

Ｈ
20

.6

Ｈ
20

.7

Ｈ
20

.8

Ｈ
20

.9

Ｈ
20

.1
0

Ｈ
20

.1
1

Ｈ
20

.1
2

利用者数（CH） 利用者数（GH） 利用量（ CH） 利用量（GH）

（時間）(人）

18 18 18 21 21 21 21 21 21 22 22 22 25 24 25 

555 
529 526 

598 582 

646 
616 628 607 

646 644 650 

761 

699 
741 

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

800 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

Ｈ
19

.1
0

Ｈ
19

.1
1

Ｈ
19

.1
2

Ｈ
20

.1

Ｈ
20

.2

Ｈ
20

.3

Ｈ
20

.4

Ｈ
20

.5

Ｈ
20

.6

Ｈ
20

.7

Ｈ
20

.8

Ｈ
20

.9

Ｈ
20

.1
0

Ｈ
20

.1
1

Ｈ
20

.1
2

利用者数：施設入所支援 利用量

（時間）(人） （時間）(人）

 
■利用者数の推移（共同生活介護（ＣＨ）・共同生活援助（ＧＨ）のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：自立支援給付分析報告書 

■利用者数の推移（施設入所支援のみ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：自立支援給付分析報告書 

 

■第１期計画の目標値（参考） 

 

 

サービスの種類 単位 基準値 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成23年度 

共同生活介護・共同生活援助 人 17 21 21 23 41 

施設入所支援 人 － 3 23 26 90 
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４）相談支援の利用状況 

 

 

サービス利用計画作成の利用者は、ありませんでした。 
 

■第１期計画の目標値（参考） 

 

 
 

 

 

 

サービスの種類 単位 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 

サービス利用計画作成 人 0 0 0 

サービスの種類 単位 基準値 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成23年度 

サービス利用計画作成 人 ― 1 1 3 8 
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５）自立支援医療の利用状況 
 

■更生医療受給状況（単位：人） 

区分 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

入 

院 

 視 覚 障 害   0   0   0  0 0 

 聴覚・平衡機能障害  0  0  0 0 0 

 音声・言語機能障害   0   0   0  0 0 

 肢体不自由  6  5  1 1 1 

 心臓機能障害   8  19  17  5 3 

 じん臓機能障害 70 73 66 22 30 

小       計  84  97  84 28 43 

入 

院 

外 

 視 覚 障 害  0  0  0 0 0 

 聴覚・平衡機能障害  0  0  0 0 0 

 音声・言語機能障害  0  0  0 1 2 

 肢体不自由  1  1  0 0 3 

 心臓機能障害  1  5  1 6 7 

 じん臓機能障害 130 124 111 86 97 

小      計 132 130 112 93 109 

合  計 216 227 196 121 152 

資料：平成２０年度健康福祉部のあらまし 

※平成１９年度から生活保護世帯対象 

 

 

 

 

■精神通院医療受給状況（単位：人） 

区分 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

支給決定者数 657 755 793 791 811 

資料：平成２０年度健康福祉部のあらまし 
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６）補装具 
 

■補装具費受給状況（単位：件） 

区分 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

年間支給件数 1,443 1,726 1,898 1,502 185 

資料：平成２０年度健康福祉部のあらまし 

※平成１８年１０月から内部障害（膀胱、直腸機能障害）者用ストマ用装具は日常生活用具 

 

 

■平成１９年度 補装具費受給内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成１９年度行政報告例 
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７）地域生活支援事業の利用状況 
 

■地域生活支援事業状況（平成１８年１０月から） 

事 業 名 単位等 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 

一般相談支援 年間人数 ― ― ―   4 44 

コミュニケーション支援 年間延件数 ― ― ―  62 178 

日常生活用具給付※１※2 年間延件数 57 85 65 587 2,001 

移動支援 年度末決定者数 ― ― ― 105 118 

地域活動支援センター 年度末決定者数 ― ― ―  73 75 

訪問入浴サービス※１ 年度末決定者数 10   8   7   9 11 

自動車運転免許取得助成※１ 年間延件数  4   4   2   1 1 

自動車改造助成※１ 年間延件数  7   8   9  10 7 

日中一時支援 年度末決定者数 ― ― ― 137 161 

資料：平成２０年度健康福祉部のあらまし 
 

※１平成１８年１０月までは、旧法による。 
※2平成１８年１０月から内部障害（膀胱、直腸機能障害）者用ストマ用装具は日常生活用具。 
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６ 障害福祉サービス提供事業者の状況 
 

１）市内事業所 

現在、瀬戸市内には障害福祉サービス事業所は、42事業所となっております。各サービス

毎の事業所は、以下のとおりです。 

また、瀬戸市をサービス提供エリアとして登録している市外の事業所は、居宅介護・重度訪

問介護では２７事業所、行動援護では５事業所となっております。 

 

事業所名 所在地 

居宅介護・重度訪問介護（２２事業所） 

えとせとらヘルプ 城ケ根町4-7 

ヘルパーステーションコスモス 共栄通1－6ツカモトビル405号 

ケアサポートウィズ 品野町1-144 

ヘルパーステーションせと 萩山台3-76 

訪問介護ステーションこだま 水無瀬町46-5 

ひまわり介護サービス訪問介護事業所 北浦町1-23-12 

オオツカ介護サービス瀬戸 石田町269 

ヘルパーステーションしなの 品野町6-117 

やまぐちヘルパーステーション 矢形町155 

サンヘルパーステーション 西原町1-63 

ニチイケアセンター瀬戸 共栄通6-21エーシープラザ２Ｆ 

ケアステーションリトル・トゥリー 苗場町107-1 

やすらぎヘルパーステーション 川端町1-31 

水野ヘルパーステーション はぎの台3-1-3 

老人居宅介護等事業所ふたばヘルパーステーション 西山町1-46-18 

居宅介護事業所Ｌｅｔ’ｓまんめんの笑み すみれ台4-5 

ヘルパーステーションＪＯＹ’Ｎ 八幡町205 

ニチイケアセンター西原 西原町2-35-2伊藤倉庫付事務所101号 

ヘルパーステーションふくろう 東長根町126エステート長根302号 

桜ステーション 孫田町1 

はぴねすひしの指定居宅介護事業所 緑町1-19 

ヘルパーステーション楽雅堂 池田町52 
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事業所名 所在地 

行動援護（３事業所） 

えとせとらヘルプ 城ケ根町4-7 

居宅介護事業所Ｌｅｔ’ｓまんめんの笑み すみれ台4-5 

ヘルパーステーションＪＯＹ’Ｎ 八幡町205 

生活介護（１事業所） 

かいこ 上品野町1014-17 

就労移行支援（１事業所） 

かいこ 上品野町1014-17 

就労継続支援・Ｂ型（１事業所） 

かいこ 上品野町1014-17 

短期入所（３事業所） 

まゆ 上品野町1377-1 

愛厚ホーム瀬戸苑 原山町1-10 

短期入所事業所まんめんの笑み すみれ台4-5 

共同生活介護・共同生活援助（３事業所） 

アニモホームあゆみ 西山町1-45-4 

アニモホームゆうほう 西山町2-62西山住宅1棟102、106 

アニモホームつばさ 萩山台8-2 101号・102号 

相談支援（２事業所） 

アニモの家 水北町1934-2 

サポート＆ケア 共栄通1-12-1 

知的更生施設（通所）（１事業所） 

ふたば園 西寺山町27-2 

身体療護施設（通所）（１事業所） 

麦の里 上品野町1354-12 

身体・知的授産施設（通所）（３事業所） 

麦の里○身  上品野町1354-12 

アニモの家○知  水北町1934-2 

ふたば作業所○知  西寺山町55 

知的更生施設（入所）（１事業所） 

まゆ 上品野町1377-1 

（平成２１年２月時点「WAMNET」登録事業所） 
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２）施設利用者 
■身体障害者施設利用者数（単位：人） 

区分 施設名 平成 16年 平成 17年 平成 18年 平成 19年 平成 20年  

 

入 

 

 

 

 

所 

 

 

 

 

施 

 

 

 

 

設 

希全センター（授産部門） 2 2 2 2 2  

明和寮 1 1 1 2  
H20.1.1 

新体系へ 

港ワークキャンパス 1 1 1 0 0  

光和寮 2 1 1 1  
H20.1.1 

新体系へ 

希全センター（更生援護部門） 1 1 1 1 1  

緑風荘 0 0 0 1 1  

希全センター（療護部門） 1 1 1 0 0  

ひかりのさとのぞみの家 1 1 1  
H18.12.1 

新体系へ 

光の家 1 1 1 1 1  

春日苑 1 1 1 1 2  

夢の家 3 2 2 3 3  

ゆたか苑 1 1 1 1 0  

ハートランド小牧の杜 4 3 3 3 4  

グループハウスなぐら 2 1 1 1 1  

開田の里 0 1 1 1 1  

小 計 21 18 18 18 16  

通 

所 

施 

設 

尾張旭市授産所くすのき苑 4 4 4  
H19.4.1 

新体系へ 

杜の家 1 1 1 1 0  

麦の里 8 9 9 10 12  

小 計 13 14 14 11 12  

合 計 34 32 32 29 28  

※各年４月１日現在 
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■知的障害者施設利用者数（単位：人） 

区分 施設名 平成 16年 平成 17年 平成 18年 平成 19年 平成 20年  

入
所
施
設 

更
生 

藤 花 荘 4 4 4 4 4  

第 二 藤 花 荘 1 1 1 0 0  

養 楽 荘 15 15 15  
H19.4.1 

新体系へ 

ひ か り 学 園 1 1 1 1 1  

藤 川 寮 1 1 1 1 1  

親 愛 館 1 1 1 1 1  

無 門 学 園 0 0 0 0 0  

水 平 館 1 1 1 1  
H20.4.1 

新体系へ 

の ぞ み の 園 2 2 2  
H18.10.1 

新体系へ 

パ ス ピ 98 3 3 3 3 3 
H20.10.1 

新体系へ 

第２ゆたか希望の家 1 1 1 1 1  

半 田 更 生 園 1 1 1 1 1  

サ ン フ レ ン ド 1 1 1 1 1  

ま ゆ 28 28 28 28 29  

レ ジ デ ン ス 日 進 2 2 2 2 2  

サ ン ホ ー ム 豊 田 1 1 1 1 1  

小 原 寮 0 2 2 2 3  

授産 春 日 台 授 産 所 3 3 3 3 2  

小 計 66 68 68 50 50  

通 

 

 

所 

 

 

施 

 

 

設 

更 

生 

観 寿 々 園 2 2 2 1 1  

ふ た ば 園 21 22 22 19 21  

フレンドワークアポロ 0 1 1 1 0  

授 

 

産 

守 山 作 業 所 3 3 3 3 3  

た か ぎ 作 業 所 1 1 1 2 2  

ふ た ば 作 業 所 42 42 41 41 39  

ア ニ モ の 家 34 35 35 33 30  

大 森 授 産 所 1 1 1 0 0  

ひ ま わ り 作 業 所 0 0 1 1 0  

小 計 104 107 107 101 96  

麦の里（身障施設） 4 4 4 6 5  

桜 山 通 勤 寮  0 1 1 1 1  

合 計 174 180 180 175 151  

※各年４月１日現在 
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男
63%

女
37%

障害者男女比

身体
61%

知的
34%

精神
5%

障害種別

6%
8%

11%

9%

18%

23%
24%

0%

10%

20%

30%

0～10 10～20 20～30 30～40 40～50 50～60 60～70

障害者の年齢構成

７ アンケート調査結果にみる障害者の状況 
 

この調査は、平成19年 3月に「瀬戸市障害者福祉基本計画（第2次）」を策定した際

に行ったアンケートをもとに自立支援法施行後2年を経過した時点で、瀬戸市にお住ま

いの65歳以下の身体・知的・精神障害者の比率に基づき、無作為に150人を抽出し、

障害者を取り巻く状況を確認するために行いました。 
 
 

■アンケート回答者 

回答者の構成は、男性63％、女性37％。障害種別では、身体61％、知的34％、精神5％

です。 
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32%

38%

42%

42%

47%

49%

53%

56%

65%

67%

75%

76%

15%

10%

6%

11%

15%

11%

10%

11%

14%

13%

11%

11%

24%

10%

11%

16%

11%

15%

11%

10%

13%

9%

4%

4%

29%

39%

41%

30%

25%

24%

25%

23%

9%

10%

10%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

炊事・掃除などの家事

市役所や病院などの連絡・手続き

預貯金・財産の管理

バス・電車などの交通機関の利用

外出

服薬の管理

字を書く

字を読む

入浴

着替え

トイレ

食事

ひとりでできる 時々手助けしてもらう いつも手助けしてもらう すべてにわたってできない

生活状況

 

■生活状況 

生活状況から援助が必要となるものとして、「炊事・掃除などの家事」（68％）、「市役所や病院

などの連絡・手続き」（59％）、「預貯金・財産の管理」（58％）「服薬の管理」（58％）と回答

されております。このことからも、居宅介護や権利擁護などの制度の充実を図る必要があると思

われます。 
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同居の家

族 68%

別居の親

族 12%

介護
者・

介助
者は

いな
い 5%

近所の人
や友人、知

人 3% その他 12%

介護・介助者

同居してい

る他の家族
19%

別居してい
る家族や親

戚
15%

近
所

の
人

や
知
人・

友
人

0%

ボランティ
ア

3%ホームヘル
プサービス

11%

短期入所
14%

その他
9%

あてがない
29%

将来の介護者

配偶者

20%親

17%

子供

12%

兄弟姉妹

11%

医師や看護師

6%
施設の職員

6%

市役所の職員

6%

友人・知人

5%
親戚

5%

ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ

3% 学校の先生

2%

特にいない

2%

身体障害者相談員

1%
祖父母

1%

地域福祉ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰの職員

1%

子供の配

偶者

1%

職場の同僚や上司

1%

その他

1%その他

5%

相談者

市内
33%

同じ

町内
22%

市外・県

外
45%

別居親族の住まい

 
■介護者の状況 

障害者の介護の状況は、現在「同居」、「別居」

を含め80％が親族の方となっております。ま

た、「介護者がいない」と回答された方が５％

となっております。 

また、将来の介護者については、「ご家族」・

「親戚」が34％と現状より家族の介護が占め

る割合が減り、「あてがない」方が 29％とな

っております。 

障害者の将来に不安を残さないシステムが

必要と考えられます。 

  

■相談の状況 
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していな

い
49%

している
39%

在学・在

園中
12%

仕事状況

会社員

34%

自営業

14%

日雇い・

臨時・

パート
23%

内職

3%

就労支援

事業・授

産施設・

作業所

23%

福祉工場

3%

職種

働きたいが

働けない
55%

意思がない
14%

家事手伝い
10%

働く場がな

い

（企業）

10%

働く必要
がない

7%

働く場がな

い

（作業所等）

4%

働いていない理由

２０万円

以上
10%

１０～２０

万円

31%

３～１０万

円
31%

１～３万

円
7%

１万円未

満
21%

給料

６日～１

０日

3%

１１日～１

５日

3%

１６日～２

０日
50%

２１日以

上
44%

勤務日数

 

 
■仕事の状況 

就労（仕事）の状況は、「している」と答え

た方は、39％でそのうち福祉施設以外に臨

時、パートを含め 71％の方が就労していま

す。勤務日数は、「16日以上」の方が、94％

となっています。 

また、「仕事をしていない」と答えた方のう

ち「働きたいが働けない」方は、55％とな

っております。 
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利用して

いる
24%

利用なし

(制度既
知）
41%

利用なし

(制度未
知）
25%

無回答

10%

制度の利用状況

居宅介護

24%

旧法施設

通所

20%

短期入所

16%

行動援護

8%

児童ﾃﾞｲ

ｻｰﾋﾞｽ

8%

就労継続

支援
8%

旧法施設

入所
8%

生活介護

4%

就労移行

支援
4%

現在の利用状況

利用した

い
45%

利用したく

ない
55%

今後の希望

必要がな

い

39%

制度がわ

からない

23%

利用した

いｻｰﾋﾞｽ

がない
18%

自己負担

額
9%

適切なｻｰ

ﾋﾞｽ提供

者がない
2%

その他

9%

利用しない理由

居宅介護

18%

通所施設

23%

短期入所

16%

移動支援

16%

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ﾎｰﾑ・ｹｱ

ﾎｰﾑ
13%

入所施設

14%

今後の利用内容

 
■サービス等利用状況 

自立支援法における介護給付サービスの利

用については、24％の方が「利用している」

と回答されていますが、「制度を知らなく利

用なし」と回答された方は25％です。 

また、今後についての質問に対して、「サー

ビスを利用したい」と回答された方が 45％

いる反面、「利用したくない方」は、55％と

なっており、その理由としては、「制度がわ

からない」と回答された方が23％。「利用し

たいサービスがない」が18％。「自己負担額」

が９％となっております。 
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0%10%20%30%40%

居宅介護

児童ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ

短期入所

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ・ｹｱﾎｰﾑ

入所施設

通所施設

就労支援ｻｰﾋﾞｽ

補装具費の給付

日常生活用具費の給付

移動支援

日中一時支援

地域活動支援ｾﾝﾀｰ

手話通訳の利用

要約筆記の利用

声の広報などの情報提供

訪問入浴ｻｰﾋﾞｽ

自動車運転免許取得助成

自動車改造費補助

交通料金の補助

相談支援事業

各ｻｰﾋﾞｽの情報提供

就職情報の提供

障害のある方の社会参加促進

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の促進

在宅重度身体障害者の訪問申請

療育事業の利用

ﾘﾊﾋﾞﾘの利用

公共施設等のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化

障害についての正しい理解

人にやさしいまちづくいの推進

現状の充足度

不十分 やや不十分 まあ十分 十分

90%

93%

87%

93%

90%

85%

92%

80%

83%

90%

83%

93%

95%

97%

93%

97%

98%

95%

58%

95%

72%

85%

83%

83%

88%

87%

85%

82%

65%

68%

50% 60% 70% 80% 90% 100%

利用していない・わからない

■サービス等の現状について 

現状の満足度については、「十分」または「まあ十分」と回答された方をあわせ、『交通料金の

補助』が23％、『居宅介護』『通所施設』『補装具費の給付』が10％を超える回答がありました。

ここでも、「利用していない・わからない」と回答された方が全体平均で87％でした。 

現在は、障害種別または等級に応じて受けられるサービス等が異なる事から、現在手帳交付時

にガイドブックを配布・説明をし、また、毎年 4 月 1 日号の広報せとにおいて主なサービス等

の内容を記載する事でサービス等の周知を図っておりますが、今後、相談支援事業者とも今以上

に連携を深め、情報の提供をすすめて行く必要があります。 

 

 

 

 



 

48  

 

48 第 2 章 障害者を取り巻く現状 

69%

55%

54%

58%

54%

64%

56%

62%

59%

58%

62%

47%

39%

39%

38%

53%

37%

44%

66%

49%

59%

55%

49%

50%

48%

43%

47%

50%

61%

19%

27%

29%

19%

29%

19%

34%

29%

32%

27%

24%

31%

39%

39%

41%

34%

40%

41%

21%

40%

24%

27%

37%

28%

32%

37%

38%

31%

25%

3%

6%

6%

11%

3%

6%

0%

0%

0%

6%

6%

13%

6%

13%

13%

3%

13%

6%

5%

0%

3%

3%

0%

3%

3%

3%

0%

3%

0%

8%

12%

11%

11%

14%

11%

9%

9%

9%

9%

9%

9%

16%

10%

9%

9%

10%

9%

8%

11%

14%

15%

14%

19%

16%

17%

16%

16%

14%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

居宅介護

児童ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ

短期入所

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ・ｹｱﾎ ﾑー

入所施設

通所施設

就労支援ｻｰﾋﾞｽ

補装具費の給付

日常生活用具費の給付

移動支援

日中一時支援

地域活動支援ｾﾝﾀｰ

手話通訳の利用

要約筆記の利用

声の広報などの情報提供

訪問入浴ｻｰﾋﾞｽ

自動車運転免許取得助成

自動車改造費補助

交通料金の補助

相談支援事業

各ｻｰﾋﾞｽの情報提供

就職情報の提供

障害のある方の社会参加促進

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の促進

在宅重度身体障害者の訪問申請

療育事業の利用

ﾘﾊﾋﾞﾘの利用

公共施設等のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化

障害についての正しい理解

重要度

重要 まあ重要 あまり重要じゃない 重要じゃない

■サービス等の重要度 

「重要」と回答されたものでは、『居宅介護（69％）』、『交通料金の補助（66％）』、『通所施設

（64％）』が上位となっております。 

また、『日常生活用具費の給付』、『補装具費の給付』、『就労支援サービス』が「重要」、「まあ重

要」をあわせて約90％となっております。 
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0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9% 10%

家事や介助のためのﾍﾙﾊﾟｰ

外出時の付添いのためのﾍﾙﾊﾟｰ

日中一時支援ｻｰﾋﾞｽの充実

短期入所

専門的機能回復訓練

障害者雇用の促進

相談窓口や相談指導をする体制の充実

障害者向けの公営住宅の整備

公共施設のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化

交通機関の充実や移動支援の充実

授産施設の整備

住宅改善助成補助制度などの充実

ｽﾎﾟｰﾂ・文化・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ活動支援

入所施設の整備

障害のある子供の療育場所の整備

障害のある方への情報提供の充実

高齢で障害が重くなった時の生活施設の整備

地域の人との交流の場の充実

緊急時の支援体制の充実

障害者理解への啓発活動

親亡き後の金銭・財産管理

その他

特になし

充実すべきと考える施策

■サービス等で今後充実すべきと考える施策 

 

「高齢で障害が重くなった時の生活施設の整備」が最も多い回答でしたが、現状のサービスの

充実も多い事からも、障害者自立支援法を柱として、各々の制度をニーズに合わせて適切に運用

していくことが必要と考えられます。 
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第３章 計画の基本的な考え方 
 

１ 計画の基本理念 
 

本市では、平成18年度に策定した「瀬戸市障害者福祉基本計画（第2次）」に基づき、障

害のある人が幼児期から障害のある、なしにかかわらず互いに助け合い、平等に生活し、活動

できる社会を目指す「ノーマライゼーション」の理念にたち、障害のある人の「参加と平等」

を実現することを目標として、様々な施策を推進してきました。 

 

（１） 障害者等の自己決定と自己選択の尊重 
ノーマライゼーションの理念の下、障害の種別、程度を問わず、障害者等が自らその居住す

る場所を選択し、その必要とする障害福祉サービスその他の支援を受けつつ、障害者等の自立

と社会参加の実現を図っていくことを基本として、障害福祉サービスの提供体制の整備を進め

る。 

 

（２）三障害の一元化に対応した障害福祉サービスの充実 
障害福祉サービスに関し、実施主体を市町村を基本とする仕組みに統一するとともに、従来、

身体障害、知的障害及び精神障害と障害種別ごとに分かれていた制度を一元化することにより、

立ち後れている精神障害者等に対するサービスの充実を図り、都道府県の適切な支援等を通じ

て地域間で大きな格差のある障害福祉サービスの均てんを図る。て地域間で大きな格差のある

障害福祉サービスの均てんを図る。 

 

（３） 地域生活移行や就労支援等の課題に対応したサービス提供体制の整備 
障害者等の自立支援の観点から、地域生活への移行や就労支援といった新たな課題に対応し

たサービス提供体制を整えるとともに、障害者等の生活を地域全体で支えるシステムを実現す

るため、身近な地域におけるサービス拠点づくり、ＮＰＯ等によるインフォーマルサービス（法

律や制度に基づかない形で提供されるサービスをいう。）の提供等、地域の社会資源を最大限

に活用し、提供体制の整備を進める。 
 

 
 

 

 

本計画においては、継続して「瀬戸市障害者計画（第2期瀬戸市障害福祉計画）」の基本理念で

ある上記の３点を踏まえ、障害のある人の自己決定と主体的な生活を支援し、自らの障害に応じ

た自立生活を地域の中で実現できるよう、自立支援給付、地域生活支援事業をはじめとした各種

福祉サービスの充実を図り、地域生活の基盤整備を進めるものとします。 
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２ 提供体制確保の基本的考え方 
 

 

障害福祉サービス及び相談支援の提供体制の確保に関する基本的考え方は瀬戸市障害者福

祉基本計画（第２次）を継続し、障害のある人が、できる限り住み慣れた地域での生活を継続

できるよう計画を進めます。 
 

（１）訪問系サービス 
訪問系サービスについては、施設から地域生活への移行状況や従来サービス利用

の少なかった精神障害者の利用拡大を考慮し、障害種別に関係なくサービスが提供

できるような体制の充実ならびにサービスの質を向上させていくことが必要とな

ります。 

 

 

（２）日中活動系サービス 
日中活動系サービスについては特別支援学校等の卒業生などの新たな利用者の状

況及び一般就労への移行、施設の新体系への移行状況等を考慮し、希望するサービ

スを受けることができるようにサービスの充実を図ることが必要となります。 

 

 

（３）居住系サービス 
居住系サービスについては、施設から地域生活への移行状況や高齢化、単身化等

の障害者を取り巻く生活状況を正確に把握しつつ、地域社会において安全・安心に

日常生活が過ごす事が出来るようなサービスを提供ができるように地域生活支援

事業を含めた包括的なサービス提供が必要となります。 

 

 

（４）地域生活支援事業の推進 
地域生活支援事業については、地域社会において安全・安心に日常生活が過ごす

事が出来るようなサービスを提供ができるように介護給付サービスを含めた包括

的なサービス提供が必要となりますことから、地域の実情に応じた適切なサービス

を提供していくことが必要となります。 
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52 第３章 計画の基本的な考え方 

３ 平成 23年度の目標 
 

障害福祉基本計画（第２次）においては、障害のある人の地域生活への移行支

援や就労支援など、新たな課題に対応していくため、障害福祉のサービス量を

見込む中で、現行の福祉施設が新しいサービス体系への移行を完了する平成23

年度を目標年度として、数値目標を設定しています。障害福祉基本計画（第３

次）においても、引き続きこの３つの目標の達成に努めます。 
 

１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

平成 23年度末までに、現在における入所施設の入所者の１割以上が地域生活

に移行することをめざすとともに、平成 23 年度末時点の施設入所者数を７％

以上削減することを基本としつつ、地域の実情に応じて目標を設定します。 
 

■施設入所利用者の地域生活への移行 

項目 数値 考え方 

施設入所者数（A） ８８人 平成 17年10月１日の施設入所者数 

平成２３年度末の施設入所者

数（B） 
８１人 平成 23年度末時点の利用人数を見込む 

現時点の施設入所者数 ６6人 
平成 20年４月１日現在の施設入所者数とする 

（施設入所支援２１人） 

【目標値】削減見込（A-B） ７人 差引減少見込数 

【目標値】地域生活移行者数 ９人 
施設入所からグループホーム、ケアホーム等へ移行

する者の数 

 

■今後の方向性 

平成20年４月現在の福祉施設入所者数は、施設入所支援のサービス利用者で２１人、旧法

体系の身体障害者施設で１６人、知的障害者施設で５１人、合計８８人となっています。今後

も市内における社会資源を有効に活用しつつ、近隣自治体等とも連携し、制度の複合的な利用

を進め、日中活動支援、ケアホーム、グループホーム等を含めた地域への移行支援を強化しま

す。 
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２）入院中の精神障害者の地域生活への移行 

平成 24年度までに、精神科病院の入院患者のうち「受け入れ条件が整えば退

院可能な精神障害者」（以下「退院可能精神障害者」という。）が退院すること

をめざし、平成 23 年度末までの退院可能精神障害者数の減少目標値を設定し

ます。 
 

■入院中の精神障害者の地域生活への移行 

項目 数値 考え方 

現在の退院可能精神障害者数 １５人 平成 18年６月末時点の退院可能な精神障害者数 

平成19年度までの減少数 ５人 平成１９年度に地域生活移行者数 

【目標値】減少数 １３人 平成２３年度末までに減少を目指す数 

 

■今後の方向性 

本市においては、平成18年6月時点の退院可能精神障害者数１５人であり、平成23年度

末までの目標減少人数は、13人としております。すでに平成19年度末までに5人が地域に

戻られて生活をされております。今後とも、地域における精神障害者の正しい理解、医療機関

等との支援体制の整備により、退院後のケアを含め継続して精神障害者が地域で生活できる環

境の整備に努めていきます。 
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３）福祉施設から一般就労への移行 

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業などを通じて、平成23年度中に

一般就労に移行する者の数値目標を設定します。目標の設定では、現時点の一

般就労への移行実績の４倍以上とすることが望ましいとされています。 
 

■福祉施設から一般就労への移行 

項目 数値 考え方 

平成17年度の年間一般就労移

行者数 
０人 

平成 17年度に福祉施設を退所し、一般就労した

者の数 

平成19年度までの一般就労移

行者数 
７人 平成１８年度：３人、平成１９年度：４人 

【目標値】平成23年度の年間一

般就労移行者数 

２人 

（-倍） 

平成 23年度に福祉施設を退所し、一般就労する

者の数 

 

■今後の方向性 

平成19年度までに一般就労に移行した方は7人となっています。今後は事業所への啓発を

強化するとともに、工賃倍増５か年計画、重点施策実施５か年計画等を踏まえながら、一般就

労に対する取組を一層推進します。 
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第４章 障害福祉サービス等の見込みとその確

保のための方策 
 
 

１ サービス体系 
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56 第４章 障害福祉サービス等の見込みとその確保のための方策 

 

２ 障害福祉サービス 
 

１）訪問系サービスの提供 

区分 サービス種類 内容 障害程度区分 

介護給付 

居宅介護 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う １以上 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、

排せつ、食事の介護、外出時における移動支援などを総合的に行

う 

４以上 

行動援護 
自己判断力が制限されている人が外出行動するときに、危険を回

避するために必要な支援を行う 
３以上 

重度障害者等包括支

援 

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包

括的に行う 
６以上 

■サービス見込量 

サービスの種類 平成20年度※ 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 

居宅介護 
重度訪問介護 
行動援護 
重度障害者等包括支援 

利用人数（人／月） 75 145 158 171 

利用時間（時間／月） 1,564 2,948 3,259 3,547 

 

居宅介護 
利用人数（人／月） 64 132 143 153 

利用時間（時間／月） 1,236 2,552 2,764 2,956 

重度訪問介護 
利用人数（人／月） 1 1 2 3 

利用時間（時間／月） 57 64 128 192 

行動援護 
利用人数（人／月） 10 12 13 15 

利用時間（時間／月） 271 332 367 399 

重度障害者等包括支援 
利用人数（人／月） 0 0 0 0 

利用時間（時間／月） 0 0 0 0 

※平成20年度は、障害者自立支援給付「事業状況報告書」による4～12月の平均 

※1人あたりの利用時間は、平成 20年度の実績により居宅介護 19.37時間/月、重度訪問介護 63.67 時間/月、

行動援護19.37時間/月として見込む。 

 

 

■サービス量を確保するための方策 

本市の訪問系サービスのうち重度障害者等包括支援では利用はありませんでした。 

居宅介護は、今後も障害者数、地域移行の増加、介護者の高齢化などにより、必要なサービ

ス量の増加が予想されますので、必要なサービス量に対応できるよう、サービス提供事業者と

の連携を強化するとともに、新規事業者の参入に適切な情報提供をするとともに利用者のニー

ズを的確に把握することにより、サービス量を確保していきます。 
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２）日中活動系サービスの提供 

区分 サービス種類 内容 障害程度区分 

介護給付 生活介護 
常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等

を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機会を提供する。 
３以上 

■サービス見込量 

生活介護 平成20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（人／月） 24 94 108 173 

利用日数（人日／月） 445 1,782 2,046 3,278 

事業所数（箇所） 1 1 4 4 

※平成20年度は障害者自立支援給付「事業状況報告書」による4～12月の平均 

※1人あたりの利用日数は、平成20年度の実績により18.99人日／月として見込む。 

■サービス量を確保するための方策 

旧体系の入所施設・通所施設の利用者からの移行を中心に、利用者の増加が予想されます。

サービス提供事業者と連携し、新体系への円滑な移行を支援します。 

 

 
区分 サービス種類 内容 障害程度区分 

訓練等給付 自立訓練 
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機

能又は生活能力の向上のために必要な訓練を行う。 
― 

■サービス見込量 

自立訓練（機能訓練） 平成20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（人／月） 1 2 2 4 

利用日数（人日／月） 8 22 22 44 

事業所数（箇所） 0 0 0 0 

 

自立訓練（生活訓練） 平成20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（人／月） 5 7 8 20 

利用日数（人日／月） 94 154 176 440 

事業所数（箇所） 0 0 0 0 

※平成20年度については、4月～12月実績をもとに算定 

※１人あたりの利用日数は、平成20年の実績により自立訓練（機能訓練）11.28日、自立訓練（生活訓練）：

21.71日として見込む。 

 

■サービス量を確保するための方策 

平成 20 年度現在、市内には、機能訓練のサービス提供事業所がありませんが、今後も近

隣自治体との連携のもと、必要なサービス量を提供できる体制づくりを進めます。 
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区分 サービス種類 内容 障害程度区分 

訓練等給付 就労移行支援 
一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知

識及び能力の向上のために必要な訓練を行う。 
― 

■サービス見込量 

就労移行支援 平成20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（人／月） 29 42 53 63 

利用日数（人日／月） 551 802 1,011 1,210 

事業所数（箇所） 1 1 1 1 

※平成20年度は障害者自立支援給付「事業状況報告書」による4～12月の平均 

※1人あたりの利用日数は、平成20年度の実績により19.08人日／月として見込む。 
 

■サービス量を確保するための方策 

今後、本サービスに対するニーズが高まる事が予想される事から、公共職業安定所、商工会議

所、企業、相談支援事業所、サービス提供事業者、学校等の関係機関との連絡を密にし、障害

のある人の就労支援体制とサービス提供体制の整備を進めます。 

 

 

区分 サービス種類 内容 障害程度区分 

訓練等給付 

就労継続支援Ａ型 

雇用契約に基づく就労が可能と見込まれる人で、就労移行支援事

業により一般企業への雇用に結びつかなかった人や、養護学校を

卒業して雇用に結びつかなかった人などを対象に、雇用に基づく

就労機会の提供や一般企業への雇用に向けた支援などを行う。 

― 

就労継続支援Ｂ型 

就労の機会を通じて、生産活動にかかわる知識および能力の向上

が期待される人で、一般企業などでの就労経験があり、年齢や体

力の面から雇用されることが困難な人などに対し、一定の賃金水

準に基づく継続した就労機会の提供、雇用形態への移行支援を行

う。 

■サービス見込量 

就労継続支援（Ａ型） 平成20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（人／月） 2 3 8 17 

利用日数（人日／月） 25 44 132 264 

事業所数（箇所） 0 0 0 0 

 

就労継続支援（B型） 平成20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（人／月） 7 18 23 41 

利用日数（人日／月） 117 352 440 792 

事業所数（箇所） 1 1 4 4 

※平成20年度は障害者自立支援給付「事業状況報告書」による4～12月の平均 

※1人あたりの利用日数は、平成20年度の実績により19.18人日／月として見込む。 
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■サービス量を確保するための方策 

隣市に昨年度開所した事業所を利用される方が増え、本サービス利用者が平成18年度実績0

名から7名の増加となっております。また、今後も旧体系の授産施設利用者からの移行が進む

ことで、就労継続支援などのサービスが増加すると思われます。サービス量を確保するため、

サービス提供事業者と連携し、新体系への円滑な移行を支援します。 

また、公共職業安定所、商工会議所、企業、相談支援事業所、サービス提供事業者、学校等

の関係機関との連絡を密にし、障害のある人の就労支援体制とサービス提供体制の整備を進め

ます。 

 

 
 

区分 サービス種類 内容 障害程度区分 

介護給付 療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上

の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行う。 
５以上 

■サービス見込量 

療養介護 平成20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（人／月） 0 1 2 2 

事業所数（箇所） 0 0 0 0 

※平成20年度は障害者自立支援給付「事業状況報告書」による4～12月の平均 

 

■サービス量を確保するための方策 

現在利用者はおりませんが、相談支援事業者との連絡を密にとり、利用者のニーズ把握に努

め、サービス提供者事業者との連携のもと必要なサービス量を提供できる体制づくりを進めま

す。 

 
 

区分 サービス種類 内容 障害程度区分 

介護給付 児童デイサービス 
障害児に、日常生活における基本的な動作の指導、集団生活への

適応訓練等を行う 
― 

■サービス見込量 

児童デイサービス 平成20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（人／月） 16 18 19 21 

利用日数（人日／月） 75 90 95 101 

事業所数（箇所） 0 1 1 1 

※平成20年度は障害者自立支援給付「事業状況報告書」による4～12月の平均 

※1人あたりの利用日数は、平成20年度の実績により19.08人日／月として見込む。 

 

■サービス量を確保するための方策 

本市にはサービス提供事業者がありませんが、近隣自治体との連携によりニーズにあったサ

ービス量の確保を目指していきます。 
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区分 サービス種類 内容 障害程度区分 

介護給付 短期入所 

在宅で障害のある方を介護している保護者等が、病気・冠

婚葬祭などの場合に、障害者の方が、短期間、施設に宿泊

するサービスです。 

１以上 

■サービス見込量 

短期入所 平成20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（人／月） 21 22 23 24 

利用日数（人日／月） 129 135 141 145 

事業所数（箇所） 2 2 2 2 

※平成20年度は障害者自立支援給付「事業状況報告書」による4～12月の平均 

※1人あたりの利用日数は、6.14人日／月として見込む。 

 

■サービス量を確保するための方策 

今後、地域移行が進む中での緊急時等に利用される重要なサービスであることからも、サー

ビス提供事業者並びに近隣自治体との連携を密にとりつつ、必要なサービス量を確保すること

ができるよう支援します。 

 

 
 

３）居住系サービスの提供 
 

区分 サービス種類 内容 障害程度区分 

介護給付 
共同生活介護 

（ＣＨ） 

夜間や休日、共同生活を行なう住居（ケアホーム）で、入浴、排

せつ、食事の介護等を行う 
２以上 

訓練等給付 
共同生活援助 

（ＧＨ） 

夜間や休日、共同生活を行なう住居（グループホーム）で、相談

や日常生活上の援助を行う 
― 

■サービス見込量 

 平成 20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（人／月） 20 28 33 41 

 

共同生活介護（ＣＨ） 15 22 26 32 

共同生活援助（ＧＨ） 5 6 7 9 

事業所数（法人） 1 1 2 3 

※平成20年度は障害者自立支援給付「事業状況報告書」による4～12月の平均 
 

 

■サービス量を確保するための方策 

ケアホーム及びグループホームは、現在の施設入所者の地域生活への移行に伴う重要な居住

拠点となるため、適切な情報提供による事業への新規参入ならびに既事業者への拡充を促し生

活の場の充実に努めます。 
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区分 サービス種類 内容 障害程度区分 

介護給付 施設入所支援 

施設の入所者を対象として、障害者支援施設において、主

として夜間に入浴、排せつ、食事の介護などを行います。

また、新体系への移行が完了する平成23年度までは、各

施設においてこれまでどおり入所者に夜間のサービスを

行います。（旧法施設入所支援） 

４以上 

■サービス見込量 

施設入所支援 平成20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（人／月） 23 48 53 90 

事業所数（箇所） 0 0 1 1 

※平成20年度は障害者自立支援給付「事業状況報告書」による4～12月の平均 

 

 

■サービス量を確保するための方策 

今後、旧体系入所施設からの移行による利用者の増加が予想されます。また、多くの待機者が

いる現状において、必要な人が利用できるようなシステムを構築できるよう努めていきたい。

またそのシステムについては、近隣の市町村及びサービス提供事業者との広域的な連携を図っ

ていきたい。 

 

 
 

４）指定相談支援（サービス利用計画作成） 

支給決定を受けた障害のある人またはその保護者が、対象となる障害福祉サービスを適切に利

用できるよう、支給決定を受けた障害のある人の心身の状況や置かれている環境、障害福祉サー

ビスの利用に関する意向、その他の事情などを勘案し、サービス利用計画を作成するサービスで

す。 

 

■サービス見込量 

 平成 20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（人／月） 0 4 5 8 

事業所数（箇所） 2 2 2 2 

※平成20年度は障害者自立支援給付「事業状況報告書」による4～12月の平均 

 

 

■サービス量を確保するための方策 

今年度においては利用人数はいませんでしたが、利用要件の緩和等により、適切な利用量を提

供できるように相談支援事業所をはじめとして、相談支援従事者と連携を図り、今後利用者が

増える本サービスの適切な支給量の確保に努めます。 
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３ 地域生活支援事業 
 

 

「地域生活支援事業」は、障害者自立支援法第77条において市町村を実施主体とし、法定

化された事業です。障害のある人が、障害福祉サービス、その他のサービスを利用しつつ、そ

の有する能力および適性に応じ、自立した日常生活または社会生活を営むことができるように

地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態による事業を効率的・効果的に実施します。 
 

１）必須事業 
 

（１）相談支援事業 

事業名 内容 

相談支援事業 
障害者等からの相談に応じ、情報提供や便宜を図るなど必要な援助を

行う。 

 

■サービス見込量 

相談支援事業 平成20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

相談支援事業（事業所数） 2 2 2 2 

地域自立支援協議会 

（開催数）※部会等含まず 
1 2 2 2 

居住サポート事業 未実施 未実施 未実施 実施 

 

 

■サービス量を確保するための方策 

事業所、相談支援事業者、関係機関などと連携し、障害のある人に必要な相談支援体制の構

築を図ります。地域自立支援協議会の機能を活かし、中立公平な相談支援事業の実施に努めま

す。また、相談支援事業の機能を強化するため、成年後見制度の利用支援や住宅入居などの必

要な支援を提供できる体制の整備を進めます。 

 

 

（２）コミュニケーション支援事業 

事業名 内容 

コミュニケーション支援 
手話通訳者、要約筆記者の派遣及び手話通訳者の市役所への設置を行

う。 

 

■サービス見込量 

手話通訳者派遣事業 平成20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（人／月） 18 20 20 20 
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要約筆記者派遣事業 平成20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（人／月） 3 3 3 3 

※平成20年度については、4月～12月実績 

※年間あたりの利用者数は、平成１９・20年度の平均件数で推移する事を見込む。 

 

■サービス量を確保するための方策 

瀬戸市聴覚障害者協会、OHP パワーズ瀬戸への委託により、意思疎通に支援が必要な聴覚障

害者などに対し、手話通訳者や要約筆記者の派遣を行います。また、手話通訳者、要約筆記者

の養成講座を開催することで人材の確保とサービスの質の向上を図るとともに、意思疎通に支

援を必要とする人が適切にサービスを利用できるようにサービスの周知などに努めます。 

 

 

（３）日常生活用具給付等事業 

事業名 内容 

日常生活用具給付 日常生活向上のための用具購入費を支援する。 

 

■サービス見込量（単位：件／年） 

日常生活用具給付等事業 平成20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

介護・訓練支援用具 6 7 8 10 

自立生活支援用具 14 16 19 22 

在宅療養等支援用具 18 21 23 25 

情報・意思疎通支援用具 22 21 21 22 

排泄管理支援用具 2,297 2,346 2,395 2,445 

住宅改修費 1 1 1 2 

※平成20年度については、4月～2月実績 

※年間あたりの利用者数は、平成１９・20年度の平均件数をもとに見込む。 

 

 

■サービス量を確保するための方策 

日常生活用具などの給付を必要とする人が、サービスを利用できるように日常生活用具などに

関する情報の周知を図るとともに、障害の特性に合った日常生活用具などの給付を行います。 
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（４）移動支援事業 

事業名 内容 

移動支援 
屋外での移動に支障がある者が、自宅等から目的地までの経路の介護

を行う。※利用目的による制限有 

■サービス見込量 

 平成 20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（人／月） 47 50 53 67 

利用日数（時間／月） 430 450 477 603 

登録事業所数（市内） 

単位：箇所 
２８（１２） 28 28 28 

※平成20年度については、4月～12月実績 

※１人あたりの利用日数は、平成20年度の実績により9時間を見込む。 

■サービス量を確保するための方策 

ガイドヘルパーの養成やサービス見込量の確保と質の向上を図るとともに、障害のある人が

利用しやすい体制の構築を図ります。また、これまでの利用状況や利用者のニーズ等を勘案し、

利用者が事業者を自由に選択できるよう提供事業者の参入を促進します。 

 

 

（５）地域活動支援センター事業（地域活動支援センター機能強化事業） 

事業名 内容 

地域活動支援センター 
創作的活動、生産活動など、固定された事業計画により障害者に機会

の提供と支援を行う。※利用制限有（２３回／月以内） 

■サービス見込量 

 平成 20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（人／月） 60 61 62 63 

利用日数（人日／月） 451 488 496 504 

登録事業所数（市内） 10（3） 10 10 10 

単位：箇所 

基礎型（市内） 5（2） 5 5 5 

Ⅰ型（市内） 3（0） 3 3 3 

Ⅱ型（市内） 2（1） 2 2 2 

※平成20年度については、4月～12月実績 

※１人あたりの利用日数は、平成20年度の実績により8日を見込む。 

■サービス量を確保するための方策 

市内や近隣自治体の事業者と連携し、利用者のニーズに合ったサービス提供体制の整備を進

めます。 
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２）その他事業 
 

（１）日中一時支援事業 

事業名 内容 

日中一時支援 
障害者を一時的に預かり、身体介護等の見守りを保護者に代わり行

う。※利用制限有（２３回／月以内） 

■サービス見込量 

 平成 20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（人／月） 102 105 120 130 

利用日数（人日／月） 668 690 788 854 

事業所数（箇所） 6（3） 9 10 11 

※平成20年度については、4月～12月実績 

※１人あたりの利用日数は、平成20年度の実績によりおおよそ6.5日を見込む。 

■サービス量を確保するための方策 

サービス事業者に対し、事業規模の拡大を図るよう引き続き働きかけ、安定した供給量を確

保するとともに、障害のある人やその家族の支援に努めます。 

 

（２）訪問入浴サービス事業 

事業名 内容 

訪問入浴サービス 
入浴用具を持参し、自宅において入浴の支援を行う。 
※毎年入札による１回当たりの単価契約での委託 

※利用制限有（１０回／月） 

■サービス見込量 

 平成 20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（人／月） 10 11 12 13 

利用日数（人日／月） 52 55 60 65 

※平成20年度については、4月～12月実績 

※１人あたりの利用日数は、平成20年度の実績により5日を見込む。 

■サービス量を確保するための方策 

訪問入浴サービスの周知を図り、利用を促進します。 
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（３）社会参加促進事業 
事業名 内容 

その他社会参加促進 

障害者の社会参加を促進するための基盤整備を行う。 

・スポーツ・レクリエーション大会開催事業 

・点字・声の広報等発行事業 

・奉仕員養成講座開催事業（手話通訳者、要約筆記者養成） 

・自動車運転免許取得自動車改造助成事業 

 

①スポーツ・レクリエーション大会開催事業 

■サービス見込量 

スポーツ大会等開催事業 平成 20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

開催回数（回／年） 2 2 2 2 

※平成20年度については、4月～12月実績 

■サービス量を確保するための方策 

各団体との連携を深め大会の実施に努めます。 

 

②点字・声の広報等発行事業 

■サービス見込量 

点字・声の広報等発行事業 平成 20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

発行回数（回／年） 24 24 24 24 

※平成20年度については、4月～12月実績 

■サービス量を確保するための方策 

発行回数、内容の維持に努めます。 

 

③奉仕員養成講座開催事業 

■サービス見込量 

手話奉仕員養成講座 平成20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

修了見込み者数（人／年） 16 15 15 15 

 

要約筆記奉仕員養成講座 平成20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

修了見込み者数（人／年） 未実施 10 10 10 

※平成20年度については、4月～12月実績 

※１人あたりの利用日数は、平成20年度の実績により15.7日を見込む。 

■サービス量を確保するための方策 

瀬戸市聴覚障害者協会、OHP パワーズ瀬戸への委託により、意思疎通に支援が必要な聴覚障

害者などに対し、手話通訳者や要約筆記者の派遣を行います。また、手話通訳者、要約筆記者

の養成講座を開催することで人材の確保とサービスの質の向上を図るとともに、意思疎通に支

援を必要とする人が適切にサービスを利用できるようにサービスの周知などに努めます。 
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67 第４章 障害福祉サービス等の見込みとその確保のための方策 

 

 

④自動車運転免許取得・改造助成事業取得 

■サービス見込量 

自動車改造助成 平成20年度※ 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

利用人数（件／年） 10 11 11 11 

※平成20年度については、4月～12月実績 

※１人あたりの利用日数は、平成20年度の実績により15.7日を見込む。 

 

■サービス量を確保するための方策 

広報等をとおし、自動車運転免許取得および改造助成事業の周知を図り、利用を促進します。 
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68 第５章 計画の推進に向けて 

第５章 計画の推進に向けて 
 
 

１ 推進体制の確立 
 

瀬戸市地域自立支援協議会を中心として、サービス提供事業者、各団体、関係機関

等との連携のもと、障害者が地域で安全、安心に暮らす事ができるよう情報を共有し

ながらよりよい障害サービスの確立に努めます。 
 
 

２ 自立支援協議会の充実 
 

 

障害者（児）がその能力又は適性に応じて、地域のなかで自立した日常生活を営む事がで

きるような実情に応じたサービス利用ができるように、相談支援、就労支援、発達支

援などの様々な支援体制にかかるシステムを構築し、関係機関及び近隣自治体との連携

を強固にすることで、障害者に対してより安全、安心に暮らす事ができるまちになる

ように本瀬戸市自立支援協議会の機能を生かしていきます。 
 

■自立支援協議会のイメージ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利 用 者 

 

相談支援事業者 

サービス事業所 

関 係 行 政 機 関 

企業、就労支援関係

教育機関（学校等） 

保 健 所 医 療 機 関 

設置、運営 

瀬
戸
市 

地域生活支援系 
発 達 支 援 系 
（発達支援協議会） 

事 務 局 会 議 

サービス支援系 

保 育 機 関 

瀬戸市自立支援協議会 
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69 第５章 計画の推進に向けて 

３ 障害者理解と地域の力の活用 
 
 

バリアフリー法施行に基づき、ハード部門の整備を進めるとともに心のバリアフリ

ーに努めるなかで障害に対する正しい理解を深め地域力の向上に努めます。 
 
 
 

４ 計画の弾力的な運用  
 
 
障害者のニーズの多様化・高度化、生活環境の多様化、財政事情など社会経済環境

に大きな変化が見られるとともに、障害者の生活を支えるサービスの制度の枠組みが

大きく変わりつつあります。  

そこで、今後の国や県などの障害者施策の動向や、社会経済情勢の変化等を踏まえ、

必要に応じて施策の見直しを行うなど、計画の弾力的な運用に努めます。  

 

 

 

５ 関係機関における連携  
 

 

障害者福祉に関する施策は、福祉・保健・医療・教育・就労・生活環境など広範囲

にわたっているため、庁内だけでなく幅広い分野における関係部局などとの連携を図

るとともに、それぞれの役割を検討しながら、計画の実現に向けて取り組んでいきま

す。  

また、広域的に対応すべき施策については、尾張東部障害保健福祉圏域を中心とし

て、県や他市町村などの他団体との連携のもと、一体となった施策を推進します。  
 
 

 

６ 評価体制 
 

 

目標の達成状況を庁内関係各課、また自立支援協議会等との連携のもとで評価、見直しを行

うとともに、必要な対策等を継続的に実施します。 
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